





















Expectations have been growing for digital transformation (DX), which aims to establish a
competitive advantage by incorporating cutting-edge technology into business strategies. DX
should be used not only to improve operational efficiency through digitalization but also to
realize transformative innovations that fundamentally change existing values and
frameworks. However, Japan lags behind many other countries in DX and its international
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competitiveness is on the decline. In this study, we reviewed the current state of DX in
Japan and extracted factors that hinder the promotion of DX. Furthermore, we examined
the potential for transformative innovation, which is the intended aim of DX. The results
showed that DX in Japan tends to be limited to the conventional digitalization of business,
such as improving operational efficiency and upgrading existing systems, and that there is a
resistance to DX as well as a lack of understanding about the true value of DX for realizing
transformative innovation. We reviewed DX with a focus on the knowledge-creation process
and demonstrated that the places and facilitators needed for knowledge creation are required






















ラムとされている。出現頻度が 2004 年ごろから徐々に増え始め、特に 2014 年から急速に増えて
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いる。2014 年は、小売業界でオムニチャネルが注目を集め、ドイツ政府がインダストリー 4.0 を
公表した年であり、DXへの注目度が高まった時期である。
一方、日本において「デジタルトランスフォーメーション」という言葉の利用例を見ると、日
本経済新聞に初めて出現したのは、2015 年 11 月 12 日朝刊に日経フォーラム世界経営者会議での
4つの新しいトレンドの１つとして挙げた記事である。日本経済新聞の朝刊と夕刊の中に利用さ
れている件数は 2020 年 11 月 28 日まで合計 461 件であるが、2015 年 4 件、2016 年 16 件、2017 年
16 件、2018 年 30 件、2019 年 67 件、2020 年 328 件と、2020 年になって急激に増加している。
2020 年だけみると 1月 11 件、2月 16 件、3月 21 件、4月 13 件、5月 20 件、6月 39 件、7月 36
件、8月 39 件、9月 54 件、10 月 79 件で、新型コロナウイルスの影響もあり、多くの企業ではリ
モートワークの導入やDXの推進など「働き方改革」や「生産性向上」に対する意識が高まった
ことや、2020 年 9 月 16 日に菅内閣が発足しデジタル庁の設置を掲げた影響が考えられる。
実際に、日本経済新聞において「デジタルトランスフォーメーション」という単語が記事に登
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図 1 日本経済新聞「デジタルトランスフォーメーション」記事の共起ネットワーク
図 2 日本経済新聞「デジタルトランスフォーメーション」記事の対応分析
大きな記事内容の傾向として、DXが紙面に登場し始めた 2016 年と 2017 年が近い傾向、次の
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2.3 日本の競争力
スイスのビジネススクール Institute for Management Development（IMD）が 2020 年 10 月 1
日に発表した「IMD World Digital Competitiveness Ranking 2020」によると、63 の経済圏を対





日本は、知識 22 位、技術 26 位、将来の備え 26 位といずれも低い状況であり、日本のDX推進が
他国と比べても進んでいないことがわかる。
また、IMDが 2020 年 6 月 8 日に発表した「World Competitiveness Ranking 2020」によると、
63 の経済圏を対象とした世界競争力ランキングにおいて日本は 34 位である。過去 5年間の推移









表 1 デジタル競争力ランキング 2020










































してDXへと、国家レベルの新結合（Alfred D., Jr. Chandler 他、1993）による第 2次イノベー
ション時代の考察と同様、Peter F. Drucker（1985）のいう「経営革新」による多様な側面で、
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とに、簡易的な点数化を行い、その点数を元にレベル 0からレベル 5までの 6段階のレベルを設定したも
のである。レベルの数字が大きいほどDXが推進されていることを示す。
ⅲ CDO（Chief Digital Officer）とは、デジタル変革（DX）を推進することを目的に生まれたリーダーであ
る。
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